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Ⅰ はじめに 

「市民自治・市民協働と地域ガバナンス」については、3 年にわたり災害対応を中

心に研究を進めてきた。その過程で、被災者自身による復旧・復興への取り組みを推

進するには、地域コミュニティの絆の強さ、ソーシャル・キャピタルの形成、その形

成の場としてのサードプレイスの必要性が明らかとなってきた。そこで昨年度から、

ウィングを広げ調査・研究をすすめている。 

今年度は、「新しい公共」という用語が社会に認知されるきっかけとなった、2005

年の分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新に関する研究会報告書「分権型社

会における自治体経営の刷新戦略－新しい公共空間の形成を目指して－」を起点とし、

その後の日本における地域コミュニティ政策の変遷について研究を深めた。本報告書

では、総務省に設置された研究会等に係る報告書等の分析を中心に論じている1。 

 

Ⅱ 2000 年代の地域コミュニティ政策の変遷 

１ 2003年8月～ 分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新に関する研究会 

    住民を顧客と見る NPM の考え方を超えて、自治体の行政を地域の戦略本

部と位置づけ、住民や NPO、民間企業など多様な主体と協働して自治体を運

営していくことができないかという問題意識のもと、研究会が発足した2。

2003 年 8 月に第 1 回研究会が開催される。その後、24 回の研究会が開催さ

れたのち、2005 年 3 月、「分権型社会における自治体経営の刷新戦略－新し

い公共空間の形成を目指して－」が発表される。本報告書において、自治体

 
1 総務省 HP「研究会等」（https://www.soumu.go.jp/menu_sosiki/kenkyu/kenkyu.html：最終閲覧日 2022

年 3 月 31 日）。 
2 分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新に関する研究会「分権型社会における自治体経営の刷新

戦略－新しい公共空間の形成を目指して－」2005 年、はじめに 1 頁参照。 
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運営を持続可能にしていくため多様な主体による「新しい公共空間」の形成

などを提言している3。 

２ 2003年 11月～ 過疎問題懇談会 

過疎地域の自立促進に関する総合的かつ基本的な施策のあり方について、

広く学識経験を有する者の意見の交換等を行うことを目的として発足した4。

2004年 6月、「今後の過疎対策について～後期５カ年計画の推進に向けて～」

が発表される。当時、全国の都道府県及び過疎市町村において 2005年度から

2009 年度にかけて実施される後期過疎地域自立促進方針及び後期過疎地域自

立促進計画を策定することとされていた。過疎地域が置かれている厳しい現

状と課題を踏まえ、今後の過疎対策のあり方について、中長期的な展望も含

め、幅広い観点から議論を重ねて来た結果が、論点と内容を概説する形で取

りまとめられている5。 

３ 2007年 2月～ コミュニティ研究会 

地域におけるセーフティ・ネットの維持・強化、地域の活力の維持・向上

の重要性等が指摘されているなか、これらに果たす「コミュニティ」の役割

を踏まえ、コミュニティの再生・発展について検討を行うことを目的として

発足した6。2007 年 2 月に第 1 回研究会が開催される。2007 年 6 月、「コミ

ュニティ研究会中間とりまとめ」が発表される。本報告書では、地域コミュ

ニティ再生に関する基本的事項を整理した上で、分野横断的な具体策の検討

と個別分野における具体策の検討がなされている7。そして、行政、地域住民、

企業等の世の中の様々な主体が、地域貢献のために何ができるのかという観

点で、自らの立ち位置を省みる機会を持つことが重要であると指摘している8。 

４ 2008 年 7 月～ 新しいコミュニティのあり方に関する研究会 

前年開催された「コミュニティ研究会」の提言も踏まえ、従来型の崩壊、

再生といったアプローチにとどまらず、コミュニティをめぐる環境が大きく

変化する中で新しい形の人と人のつながり方、付き合い方に等について研究

 
3 同上、2-3 頁参照。 
4 総務省「平成１７年度第１回 過疎問題懇談会の議事概要について」2005 年、1 頁参照。 
5 過疎問題懇親会「今後の過疎対策について～後期５カ年計画の推進に向けて～」2004 年、1-11 頁参照。  
6 総務省「コミュニティ研究会開催要領」2007 年、1 頁参照。 
7 コミュニティ研究会「コミュニティ研究会中間とりまとめ」2007 年、6-26 頁参照。 
8 同上、26-27 頁参照。 
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することを目的に発足した9。2009 年 8 月、「新しいコミュニティのあり方に

関する研究会報告書」が発表される。本報告書では、①ガバナンスについて

の考え方、②経済活動の重要性の高まりと法人制度、③公務員の地域の公共

活動への参加、④新しい地域協働のための施設のあり方などについて提言を

行っている10。 

５ 2009 年 11 月～ コミュニティ組織のガバナンスのあり方に関する研究会 

同年 8 月に発表された「新しいコミュニティのあり方に関する研究会報告

書」を踏まえ、コミュニティ組織の中でも、特に会計事務等についての指針

や基準が提示されていない法人格を持たない任意団体（いわゆる旧来の自治

会・ 町内会等）のガバナンスについて調査研究を行うことを目的として発足

した11。2010 年 3 月、「コミュニティ団体運営の手引き~自治会、町内会、そ

の他地域活動を行うグループの皆さまに~」が発表される。コミュニティ組織

の実務担当者が最低限押えておきたいポイントを整理し、会計等の専門知識

を持たない組織でも活用できる実践的で簡便な組織運営のマニュアルを提案

している12。 

 

Ⅲ 2010 年代の地域コミュニティ政策の変遷 

１ 2010 年 6 月～ 人材力活性化研究会 

地域活性化の基本的な要素である人材力の強化を図ることを目的として発

足した13。主な検討事項として、①人材力活性化の取組の現状と課題の抽出・

対応策の検討、②人材力活性化プログラム等の検討・策定、③人材力活性化

プログラム及びプログラムに基づき実施する施策の充実、④その他、人材力

活性化プログラムに関し検討が必要なこと、をあげている。その結果、2011

年 3 月、「人材力活性化プログラム」及び「地域づくり活動のリーダー育成の

 
9 総務省「『新しいコミュニティのあり方に関する研究会』の発足」2008 年、1 頁参照。 
10 新しいコミュニティのあり方に関する研究会「新しいコミュニティのあり方に関する研究会報告書」

2009 年、37-69 頁参照。 
11 総務省「コミュニティ組織のガバナンスのあり方に関する研究会 開催要領」2009 年、1 頁参照。 
12 コミュニティ組織のガバナンスのあり方に関する研究会「コミュニティ団体運営の手引き~自治会、町

内会、その他地域活動を行うグループの皆さまに~」2010 年、巻頭参照。総務省・コミュニティ組織のガ

バナンスのあり方に関する研究会第 1 回資料「コミュニティ組織のガバナンスのあり方に関する研究会に

ついて」2009 年、2 頁参照。 
13 総務省「人材力活性化研究会 開催要領（案）」、1 頁参照。 
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ためのカリキュラム」、2012 年 3 月、「地域づくり人の育成に関する手引き」、

2013 年 3 月、「地域づくり人育成ハンドブック」、2015 年 3 月、「平成 26 年

度 人材力活性化に関する調査研究事業報告書」等をまとめている14。 

２ 2012 年 7 月～ 今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会 

都市部のコミュニティは、高齢者所在不明問題のほか、東日本大震災など

で指摘されたように、その機能が十分に発揮されなくなっていると考えられ

てきた。そこで、都市部におけるコミュニティの実態を把握し、今後の都市

部におけるコミュニティのあり方や再生に向けた社会的方策を検討すること

を目的として発足した15。2014 年 3 月、「今後の都市部におけるコミュニティ

のあり方に関する研究会報告書」が発表される。本報告書では、①住みよい

地域づくりに対する自治会・町内会の役割の重要性を指摘するとともに、残

された検討課題として②マンション住民の地域とのつながりについて、③災

害弱者の名簿を自治会・町内会が所有することについて、今後、採るべきコ

ミュニティ施策として④先進的な優良事例の普及啓発・称揚、⑤マンション

住民と地域とのつながり及び個人情報保護対策についての対応、を提言して

いる16。 

３ 2014 年 7 月～ 都市部におけるコミュニティの発展方策に関する研究会 

    2012 年 7 月に発表された「今後の都市部におけるコミュニティのあり方に

関する研究会報告書」の提言を踏まえ、マンション住民の地域とのつながり

や災害弱者等の名簿を自治会・町内会が保有すること等の都市部のコミュニ

ティが抱える課題について検討を進め、都市部をはじめとしたコミュニティ

の発展に資することを目的として発足した17。2015 年 3 月、「都市部におけ

るコミュニティの発展方策に関する研究会報告書」が発表される。本報告書

では、①都市部において管理組合をはじめ多様な主体が担う地域自治の重要

性、②行政による部局横断的な取組みの重要性が指摘されている18。 

 
14 総務省 HP「人材力活性化研究会」（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/jinzai/index.html：

最終閲覧日 2022 年 3 月 31 日）。 
15 総務省「今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会 運営要綱」2012 年、1 頁参照。 
16 総務省・今後の都市部におけるコミュニティのあり方に関する研究会「今後の都市部におけるコミュ

ニティのあり方に関する研究会報告書」2014 年、53-56 頁参照。 
17 総務省「都市部におけるコミュニティの発展方策に関する研究会 運営要綱」2014 年、1 頁参照。 
18 総務省・都市部におけるコミュニティの発展方策に関する研究会「都市部におけるコミュニティの発
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４ 2017 年 7 月～ 町村議会のあり方に関する研究会 

2017 年、高知県大川村が議員のなり手不足を背景に「町村総会」の検討を

はじめた。このことを背景に、小規模な地方公共団体における幅広い人材の

確保、町村総会のより弾力的な運用方策の有無、その他の議会のあり方に係

る事項などについて具体的に検討を行うことを目的として発足した19。2018

年 3 月、「町村議会のあり方に関する研究会報告書」が発表される。本報告書

では、持続可能な議会を実現するために、現行議会のあり方を維持できるこ

とを前提に、「集中専門型」と「多数参画型」という新しい２つの議会のあり

方を条例で自由に選択可能とすることが提言された20。 

 

Ⅳ 2020 年代の地域コミュニティ政策の変遷 

１ 2020 年 8 月～ 地域の未来予測に関する検討ワーキンググループ 

第 32 次地方制度調査会答申を踏まえ、今後、各市町村において具体的にど

のような資源制約が見込まれるのかについて、その行政需要や経営資源に関

する長期的な変化の見通しの客観的なデータを基に「地域の未来予測」とし

て整理する際の検討に資するよう、国として例示すべき対象分野や指標、推

計方法について検討を行うことを目的として発足した21。2021 年 3 月、「地域

の未来予測に関する検討ワーキンググループ報告書」が発表される。本報告

書では、それぞれの地域が客観的かつ長期的な視点で、地域の将来の姿を整

理しようとする試みを「地域の未来予測」と位置付け、各市町村が自らの地

域にあてはめて活用することを想定した具体的な指標の例等を取りまとめて

いる22。 

２ 2021 年 3 月～ デジタル時代の地方自治のあり方に関する研究会 

地方分権の着実な進展が図られる一方、大規模な災害・感染症の発生やデ

ジタル技術の飛躍的な利用拡大などを通じて新たな社会経済環境が立ち現れ

る中、地方自治制度の可能性と限界に関する論点の整理を通じ、デジタル時

 
展方策に関する研究会報告書」2015 年、48-49 頁参照。 
19 総務省「町村議会のあり方に関する研究会 開催要綱」2017 年、1 頁参照。 
20 総務省「町村議会のあり方に関する研究会報告書」2018 年、10-21 頁参照。 
21 総務省「地域の未来予測に関する検討ワーキンググループ 開催要綱」2020 年、1 頁参照。 
22 地域の未来予測に関する検討ワーキンググループ「地域の未来予測に関する検討ワーキンググループ

報告書」2021 年、1 頁参照。 
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代に求められる地方自治のあり方について幅広く議論を行うことを目的とし

て発足した23。2022 年 3 月、「デジタル時代の地方自治のあり方に関する研究

会報告書」が発表される。本報告書では、新型コロナウイルス感染症対応に

みる課題分析や、デジタル変革への対応にみる課題分析がなされた上で、国

と地方、地方公共団体間の相互の協力・連携の強化が重要な鍵であり、対住

民・国民という観点からどのように機能的に実効性あるものにするか、との

観点が重要だと提言している24。 

 ３ 2021年6月～ 地方公共団体における人材マネジメントの方策に関する研究会 

地方公共団体には、人口減少、少子高齢化等に伴い、複雑化、多様化する

行政課題への対応が求められている。しかし、持続可能な行政サービス提供

体制を構築するためには、限られた人材を最大限に活用して課題解決に取り

組む必要性が年々高まっており、地方公共団体においても、「人材マネジメン

ト」の視点に立ち、人材育成の取組を総合的に進めていく必要がある。そこ

で、「人材マネジメント」を地方公共団体で行う上で、課題となる点や配慮す

べき点などを整理し、具体的な対応策について調査・研究を行うことを目的

として発足した25。2022 年 3 月、「地方公共団体における人材マネジメントの

方策に関する研究会 令和 3 年度報告書」が発表される。本報告書では、人材

マネジメントの推進体制と３つの“見える化”を中心とした対応策が提言さ

れている26。 

  

Ⅴ おわりに 

以上、2005 年の分権型社会に対応した地方行政組織運営の刷新に関する研究会報告

書「分権型社会における自治体経営の刷新戦略－新しい公共空間の形成を目指して－」

を端緒に、2020 年代まで、総務省に設置された研究会等に係る報告書等を分析するこ

とで、日本の地域コミュニティ政策の変遷を確認した。新しい公共空間、多様な主体

による協治社会を目指す一方、高齢化、少子化、人口減少という縮減社会を背景に、

 
23 総務省「デジタル時代の地方自治のあり方に関する研究会 開催要綱」2021 年、1 頁参照。 
24 デジタル時代の地方自治のあり方に関する研究会「デジタル時代の地方自治のあり方に関する研

究会報告書」2022 年、16-40 頁参照。 
25 総務省「地方公共団体における人材マネジメントの方策に関する研究会 開催要綱」2021 年、1 頁参照。 
26 地方公共団体における人材マネジメントの方策に関する研究会「地方公共団体における人材マネジメ

ントの方策に関する研究会 令和 3 年度報告書」2022 年、13-40 頁参照。 
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地方の地域コミュニティを前提とした人と人との絆の再生や人材育成等についての提

言がなされている。一方、都市部における地域コミュニティは異なる課題も有すると

して、別途、議論がなされてきた。その過程で、基礎自治体における議会の担い手問

題や人材マネジメント等へと研究領域が広がっていることも確認できた。そして近年

では、新型コロナウイルスやデジタル時代という新たな課題と社会変革を踏まえた研

究と提言がなされている。このように、社会の変容とともに地域コミュニティ政策も

変容してきていることを確認した。 

そこで今後は、主題にある「市民自治」「市民協働」のほか「ソーシャル・キャピタ

ル」「サードプレイス」「内発的発展」等の鍵概念と地域コミュニティ政策との関係を、

現地調査を踏まえた研究を重ね基礎理論の構築に努めていきたい。 
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